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自治体におけるＩＣＴ化進展のための条件 

 神奈川県 政策研究センター1 
 

【要 旨】 

〇 近年、自治体では、ＩＣＴ（情報通信技術）を積極的に活用して、業務の

効率化や住民サービスの質の向上を図ることが一段と強く求められてい

る。こうしたＩＣＴ化の推進は「待ったなし」の課題であるにもかかわら

ず、自治体現場においてこれが思うように進んでいないのは、様々な要因

が複合的に影響しているためと考えられる。 

〇 全国自治体の見方を総合すると、自治体においてＩＣＴ化が進まない理

由としては、極めて多くの自治体が（１）職場において業務改善や業務効

率化の意欲が必ずしも強くないこと（Ⅰ．組織文化）を指摘している。そ

の上で、（２）仮にそうした意欲が現場にあったとしても、職員のＩＣＴリ

テラシーの不足や、業務多忙といった人員の問題、あるいは財源不足の問

題（Ⅱ．資源制約）も大きな障害となっており、（３）ＩＣＴ関連の情報不

足や部門間の連携の弱さといった課題（Ⅲ．情報力・組織体制）もあいま

って、ＩＣＴ化がなかなか進まない、というように整理することができる。 

〇 先進的な自治体の対応をみると、（１）地道な業務改革運動の蓄積が、Ｉ

ＣＴ分野においても自律的に検討していく職員を多数生み出しており、そ

うしたⅠ．組織文化作りが何よりも重要であることが改めて確認できる。

その上で、（２）人事・財政面の手当や（３）ＩＣＴ推進体制等の整備等に

ついては、それぞれの自治体の事情に応じた独自の対応を積極的に行って

おり、全体としてＩＣＴ化を積極的に進めることに成功している。 

〇 組織文化・資源・体制のいずれも十分に持ち合わせていない平均的な自治

体においても、まずは、身近なＩＣＴ化の成功事例を作ることで、業務改

善・業務効率化に積極的な組織文化を作っていける可能性がある。そうし

た成功事例が職員の経験値となって、ＩＣＴに関するリテラシーも向上

し、それがさらなるＩＣＴ化の意欲を引き出すといったように、好循環を

生み出していくことが期待できる。また、そのためにも、自治体同士がＩ

ＣＴ化の実例等について、より積極的に情報交換し、協力していくことが

重要となる。 

                                                   
1 本稿にかかる調査・執筆は、井村浩章、大橋理、竹本治、中島秀和、細野ゆり、宮崎弘行（特

任研究員）が主に担当した（50 音順）。 
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（はじめに） 

スマートフォンやＳＮＳ、ＡＩ2やドローンの利用拡大など、ＩＣＴ（情報通信

技術）の進歩は社会を大きく変えつつある。自治体としても、これを積極的に活

用しながら、限られた予算・人材を有効に活用し、業務の効率化や住民サービス

の質の向上を図ることが一段と強く求められている。 

一方、実際の自治体の現場においては、「ＩＣＴ化は思うように進められてい

ない」との声がしばしば聞かれており、ＩＣＴ化を推進していく上での様々なハ

ードルを早期に克服していくことが課題となっている。 

こうしたことから、本調査では、全国の自治体において「ＩＣＴ化が進まない

要因」をどのようにみているのか、そして、これをどのように乗り越えようとし

ているかについて整理を試みている。具体的には（１）自治体がＩＣＴ化を進め

ていく上での課題について、①組織文化（職場の業務改善意欲等）、②資源制約

（財源・人材等）、③情報力・組織体制（庁内のＩＣＴ推進体制等）の３つの分野

に沿って整理し、（２）先進的な事例等も参考にしながら、「ＩＣＴ化を推進させ

ていくための有効な方策」について検討している。 

なお、当然のことながら、「ＩＣＴ化を進展させる要因」や「ＩＣＴ化の度合」

を客観的に測定・評価することは困難を伴うものである。そこで、今次調査にあ

たっては、幅広く個別ヒアリングを行うとともに、最近導入事例が増えているＲ

ＰＡ3を１つの切り口としながら行ったアンケート4の結果を併せ活用することで、

全国自治体の意見を一定程度定量的に把握するようにしている。御協力いただい

た自治体等には、改めて御礼申し上げたい。 

ＩＣＴ化は決して一朝一夕に進められるものではないが、本調査が多くの自治

体においてＩＣＴ化を推進していく上で何らかの参考となれば幸いである。 

 

 

 

                                                   
2 Artificial Intelligence の略。人工知能。 

3 Robotic Process Automation の略。主に定型的な業務について、これまで人が行っていたパソ

コン操作の一連のプロセスをソフトウェア（ロボット）によって自動化していくことを指す。 

4 全国の 257 自治体より回答があった（回答率 83.7％）。アンケートの概要等は、【参考】（28頁）

参照。 
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Ⅰ．自治体におけるＩＣＴ化進展のための主要な条件 

ＩＣＴ化は自治体にとっても待ったなしの課題であるにもかかわらず、これが思う

ように進まないのは、様々な要因が複合的に影響しているためと考えられる5。以下で

は、そうした「ＩＣＴ化が進まない要因」あるいは「ＩＣＴ化を進める上での成功の

鍵」について、全国自治体の見方を整理する。 

１．概要 

全国自治体の見方を総合すると、自治体においてＩＣＴ化が進まない理由として

は、極めて多くの自治体が（１）職場において業務改善や業務効率化の意欲が必ず

しも強くないこと（Ⅰ．組織文化）を指摘している。 

その上で、多くの自治体では（２）仮にそうした意欲が現場にあったとしても、

職員のＩＣＴリテラシーの不足や、業務多忙といった人員の問題、あるいは財源不

足の問題（Ⅱ．資源制約）も大きな障害となっているとしている。 

そして、（３）ＩＣＴ関連の情報不足や、部門間の連携の弱さといった課題（Ⅲ．

情報力・組織体制）もあいまって、自治体ではＩＣＴ化がなかなか進まない、とい

うように整理することができる（【図表Ⅰ－１】）。 

【図表Ⅰ－１】自治体においてＩＣＴ化が思うように進まない主な要因（３分野） 

 

Ⅰ．組織文化 

（１）職員の業務改善意欲の弱さ 

（２）業務効率化よりも正確性を重んじる文化 

（３）デジタル化に馴染みにくい業務フロー 

（４）首長･幹部の推進意欲の弱さ 

 

Ⅱ．資源制約 

（１）職員のリテラシー、人材の不足 

（２）業務繁忙、人員の不足 

（３）財源面での不足 

Ⅲ．情報力・組織体制 
（１）ＩＣＴ推進のための情報の不足 

（２）庁内ＩＣＴ推進体制、部門間連携の弱さ 

                                                   
5 例えば、「ＩＣＴ／ＩoＴ（Internet of Things）を利活用した事業を進める上での当面の課題・

障害」としては、自治体では、主に「予算の制約」、「人材の不足」、「情報の不足」、「推進体制の未

確立」などを挙げている（『2018 年度地域ＩｏＴ実装状況調査』（総務省）、回答数は 1,788 団体

中、1,618 団体）。 
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逆に言えば、各々の自治体としては、こうした３つの分野（Ⅰ．組織文化、Ⅱ．

資源制約、Ⅲ．情報力・組織体制）において指摘されている諸要因（障害）を取り

除き、それぞれをＩＣＴ化を進めていく方向に転じていくことで、ＩＣＴ化を大き

く進展させられるようになると言えよう（【図表Ⅰ－２】）。 

【図表Ⅰ－２】自治体におけるＩＣＴ化進展のための条件（イメージ図） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上記３つの分野の位置づけについてみると、まず、ＩＣＴを導入していく上での

「成功の鍵」としては、多くの自治体では「業務改善や業務効率化に積極的なⅠ．

組織文化を作っていくこと」が最も重要であるとしている（【図表Ⅰ－３・左6】）。 

一方、実際にＩＣＴ化を推進していく際に現実に立ちはだかる「課題」をみた場

合には、（１）ＩＣＴ化に向いた業務の見極めや推進体制の整備といったⅢ．情報

力・組織体制、あるいは、（２）人員や財源の手当といったⅡ．資源制約を掲げる

自治体が多くみられている（【図表Ⅰ－３・右】）。 

                                                   
6 図表類で示している質問事項にかかる全国の自治体等の回答は、主に「ＲＰＡの推進」を切り

口に質問したアンケートに対するものである（アンケートの概要並びに本調査報告に掲載してい

る情報との関係については、【参考】（28 頁)参照）。 

これらの回答は、「ＩＣＴ化の推進『全般』」に関する自治体の見方を直接示したものでは必ず

しもない点には十分留意する必要があるが、当アンケート（項目別にみた回答数の多寡）と、「Ｉ

ＣＴの推進」という観点で当センターが個別に自治体にヒアリングした際に得られた定性的な情

報との間には特段の齟齬はみられていない。こうしたことから、両者には相当程度相関はあるも

のと判断して、本報告書においては「ＲＰＡの推進」を「ＩＣＴの推進」に概ね読み替えながら

引用している。 

Ⅱ.資源制約の克服 

（人材・予算等） 

Ⅰ.組織文化の醸成 
（業務改革・業務効率化に積極的な職場作り等） 

Ⅲ.情報力・組織体制の強化 

（ＩＣＴ推進体制等） 

積極的なＩＣＴ化 
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ここからも、ＩＣＴ化を進めていく上では、まずはⅠ．組織文化を醸成していく

ことが重要であり、その上で、残りの課題を克服していくことが必要となる、とい

う自治体の現場の姿が端的にうかがわれる。 

【図表Ⅰ－３】自治体がＩＣＴ化を推進していく上での「成功の鍵」と「課題」 

 

  

 

２．分野別にみたＩＣＴ化が進まない主な要因 

本章では、上記３分野ごとにやや詳しくみていくこととする。 

（１）組織文化 

Ⅰ．組織文化にかかる課題についてみると、自治体の現場からは、（１）業務改善

の意欲や業務効率化の意識が弱いという声が非常に多く聞かれており、効率化より

も、馴染んだ業務の変化を嫌う傾向がうかがわれる。また、通常業務が極めて多忙

な中で、ＩＣＴ化導入の事務負担を負うことへの抵抗感7も、業務改善の意欲をかな

り削いでいる。 

そして、ＩＣＴ化を円滑に進める上では、（２）デジタル化に馴染みやすい業務フ

ローが必要であるとの声は強く、手書きの申請など紙媒体による資料を中心とした

受付事務等の抜本的見直しなどのＢＰＲ8が望まれている（次頁【図表Ⅰ－４】）。 

                                                   
7 「人員の不足」にかかる課題については次項参照。 

8 Business Process Reengineering の略。業務の効率化等を図るために、組織・制度を含め業務

全体を抜本的に見直し、業務手順を設計し直すこと。 
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【図表Ⅰ－４】ＩＣＴ化を推進していく上での課題（Ⅰ．組織文化） 

 

業務改善の意欲･

業務効率化の意

識の弱さ 

・手作業による安心感を重視したり、馴染んだ業務の流れを変更し

たときの不具合の可能性等を考えたりして、業務効率化が期待で

きるとしても事務をなかなか変えたがらない。 

・目の前の仕事に手一杯なため、将来的に効果が見込める事務改善

策であったとしても、それを実現するために現場で検討する余裕

がない。 

・現場では、人員を減らされるのではないかという懸念を有してい

ることもあり、業務改善に後ろ向きである。 

デジタル化に馴

染みにくい業務

の特性 

・手書き帳票による申請書など、ペーパーレス化が進んでいないた

め、ＩＣＴ化（ＲＰＡ化）を進めようとしても効果が限定的とな

る。 

 

首長･幹部の 

消極姿勢 

・首長の（ＲＰＡ導入についての）具体的な指示がない。幹部職員

にも知識が不足している。幹部レベルのＩＣＴ化への意識を高め

ることが課題である。 

アンケートの項目別の回答結果9で、これを改めて概観すると、ＩＣＴ化を推進す

る上での「成功の鍵」としては、やはり、①業務改善に向けた職員の意欲（Ｃ310の

ほかＣ1・Ｃ2）が最重要項目とされている。そして、②業務効率化の視点（Ｃ7・Ｃ

6)、③首長･幹部の意欲（Ａ1・Ａ2）11、④デジタル化に馴染みやすい業務フロー（Ｃ

4）等がこれに続いている（次頁【図表Ⅰ－５】・上）。 

一方、ＩＣＴ化を実際に推進していく上では、「前例を踏襲する文化（Ｃ1）」とい

った①業務改善に消極的な職員の姿勢（Ｃ1・Ｃ2・Ｃ3）が強く意識されるようにな

るほか、②デジタル化しにくい業務特性（Ｃ4）も大きな障壁となる。また、③業務

効率化の視点の弱さ（Ｃ6･Ｃ7）も引き続き「課題」とされている（次頁【図表Ⅰ－

５】・下）。 

                                                   
9 棒グラフの各項目の冒頭のアルファベット及び数字は、アンケート回答の選択項目を示してい

る。なお、本文中では、必要に応じ、類似した選択項目をまとめて紹介している（以下、同様）。 

10 アンケートでは、「Ｃ3：業務改善の意欲」は全 28 選択肢の中で最多の回答となった。 

11 アンケートをみる限り、「首長･幹部の推進意欲の弱さ」は、ＩＣＴ化を実際に進めていく段階

においては大きな課題とは意識されていない。これは、推進段階では、既にそうした基本方針が

首長等に了承されているためと考えられる。 
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【図表Ⅰ－５】Ⅰ．組織文化にかかる「成功の鍵」と「課題」 

（自治体別、複数回答、件数） 

「ＩＣＴ化を推進する上での成功の鍵」 

 

 

「ＩＣＴ化を実際に推進していく上での課題」 
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Ａ3.住民·議会のニーズ

Ａ1.首長の推進意欲

Ａ2.幹部の推進意欲

Ｃ5.正確性を重視しすぎない

Ｃ2.失敗を許容する文化

Ｃ1.前例踏襲にとらわれない

Ｃ7.業務効率化の重視

Ｃ6.働き方改革の視点

Ｃ4.デジタル化に向いた業務

Ｃ3.業務改善の意欲
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Ａ3.住民·議会ニーズの弱さ

Ａ1.首長の推進意欲の弱さ

Ａ2.幹部の推進意欲の弱さ

Ｃ5.正確性を極度に重視

Ｃ2.失敗を許容しない

Ｃ1.前例踏襲する文化

Ｃ7.業務効率化を軽視

Ｃ6.働き方改革の視点の弱さ

Ｃ4.デジタル化しにくい業務

Ｃ3.業務改善意欲の弱さ
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政令市

その他市区
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（２）資源制約 

Ⅱ．資源制約にかかる課題についてみると、自治体の現場からは、（１）職員のＩ

ＣＴリテラシーや専門人材の不足を訴える声が大変強い。この点については、自治

体組織全体として事務に従事するゼネラリストの養成志向が強いなかで、人事異動

が頻繁に行われることが大きな要因となっているとの意見が多い。このほか、担当

業務に精通した職員が異動してしまうと、ＲＰＡのシナリオ作成時に求められる知

識や経験の継承が困難になるのではないかといった懸念も一部で聞かれている。 

また、（２）全般的な人員不足も深刻であり、「通常業務が多忙で新たなＩＣＴ技

術の導入等に向けたシステム開発のための人員を捻出する余力はない」という声が

異口同音に聞かれる。 

さらに、（３）財源不足についても、①そもそも財源がなくて十分なＩＣＴ化（Ｒ

ＰＡ化）を進められないといった切実な声に加え、②費用対効果を求められるのは

当然であったとしても、明確な費用対効果を打ち出せない現状にあってはＩＣＴ化

を進めづらい、という意見などが聞かれている（【図表Ⅰ－６】）。 

【図表Ⅰ－６】ＩＣＴ化を推進していく上での課題（Ⅱ．資源制約） 

職員のＩＣＴリテ

ラシーの不足、 

専門人材の不足 

・ゼネラリスト育成を軸とした人事異動により、情報系のスペシャ

リストが育ちにくく、継続的なＩＣＴスキル習得も実現しづらい。 

・人事ローテーションが頻繁なことから、担当業務について精通し

た職員が少なく、今後はＲＰＡのシナリオ等にかかるノウハウ継承

についても懸念される。 

・通常業務に追われ、先進技術の習得のために研修に参加させた

り、専属の職員を割り当てたりする余力がない。 

人員の不足 ・通常業務が多忙すぎる。業務改善の検討やシステム開発のために

人員を厚めに配置するといった余力はない。 

財源の不足 
・財政状況が厳しい中、短期的・直接的な費用対効果（明確な経費

削減メリット）の説明を要求されてしまい、なかなか中期的な視野

に立ってＩＣＴ化（ＲＰＡ化）事業を予算化できない。 

アンケートの項目別の回答結果で、これを確認すると、ＩＣＴ化を推進する上で

の「成功の鍵」としては、①職員の知識やＩＣＴ専門人材（Ｅ1・Ｅ3）という要素

を挙げる自治体が大変多い。そして、②人員の手当（Ｅ4・Ｅ5）、③財源等の手当（Ｄ

1・Ｄ2・Ｄ3)がこれに続いている（次頁【図表Ⅰ－７】・上）。 
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一方、ＩＣＴ化を実際に推進していく段階になると、①職員の知識やＩＣＴ専

門人材(Ｅ1・Ｅ3)も引き続き大きな「課題」ではあるが、多くの自治体では、②

人員の不足(Ｅ4・Ｅ5)、すなわち、「通常業務が多忙で対応できない」ことが最大

の障害であると捉えるようになっている。また、③財源の不足(Ｄ1･Ｄ2･Ｄ3)も、

ＩＣＴ推進時には現実的な「課題」としてより重く意識されている（【図表Ⅰ－

７】・下）。 

【図表Ⅰ－７】Ⅱ．資源制約にかかる「成功の鍵」と「課題」 

（自治体別、複数回答、件数） 

「ＩＣＴ化を推進する上での成功の鍵」 

 
「ＩＣＴ化を実際に推進していく上での課題」 

 

0 10 20 30 40 50 60

Ｄ3.初期コストの柔軟な充当

Ｄ4.単年度主義からの脱却

Ｄ2.国からの助成

Ｄ1.財源の手当

Ｅ2.人事ローテーションの工夫

Ｅ5.開発マンパワーの柔軟な手当

Ｅ3.ＩＣＴ専門人材の手当

Ｅ4.開発人員の手当

Ｅ1.職員のＩＣＴリテラシー

0 10 20 30 40 50 60 70 80

Ｄ3.初期コストの柔軟な充当不足

Ｄ4.単年度主義

Ｄ2.国からの助成の不足

Ｄ1.全般的な財政難

Ｅ2.頻繁な人事ローテーション

Ｅ5.開発マンパワーの柔軟な手当

Ｅ3.ＩＣＴ専門人材の不足

Ｅ4.全般的な人員不足（業務多忙）

Ｅ1.職員のＩＣＴリテラシー不足

都道府県

政令市

その他市区
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（３）情報力・組織体制 

Ⅲ．情報力・組織体制に関する課題をみると、（そもそも「ＲＰＡ導入」を切り口

としたアンケートを行ったこともあり）ＲＰＡに関連した課題を指摘する自治体が

多くみられたが、ＩＣＴの推進体制を課題としている声も少なからず聞かれた。 

すなわち、（１）ＲＰＡ化を進めようとした場合には、①ＩＣＴ推進部署では事業

課の業務を熟知しておらず、②一方、事業課も自分自身の業務フローを明確に整理

していないこと、また、③自治体間でも業務フローは相当異なる、といった諸事情

から、改めて庁内業務の整理・洗い出しが必要となっている。そして、その事務負

担は思いのほか大きいとの声が非常に多く聞かれており、こうしたことから、ＲＰ

Ａの対象業務の見極めの難しさを訴える意見が大変目立った。 

ここからは、自治体業務の「標準化」と「見える化」をあらかじめ進めておくこ

とが、（ＲＰＡに限らず）ＩＣＴ化を本格的に推進していく上で重要であることが示

唆される。 

また、（２）ＩＣＴにかかる情報不足については、やはりＲＰＡを引き合いに「先

進事例も十分になく、技術そのものも十分に理解していない」との意見が多くみら

れた。 

一方、（３）ＩＣＴ推進体制については、部門間の連携の弱さを課題とする声も聞

かれているが、要となるべきＩＣＴ推進部署そのものが推進機能を十分に果たせて

いない点を指摘する声が目立っている（次頁【図表Ⅰ－８】）。 
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【図表Ⅰ－８】ＩＣＴ化を推進していく上での「課題」（Ⅲ．情報力・組織体制） 

ＲＰＡの対象業

務の見極めの難

しさ 

・ＲＰＡに適した業務であるかどうかの洗い出しを行う必要がある

が、業務フローを明確化し、現状・課題を整理するための事務負担

は大きい。 

・他の自治体の対象業務がそのまま応用できるわけではなく、また定

例・反復作業の多い業務等ＲＰＡに適した業務自体が乏しい。 

先進事例の情報

不足、ＲＰＡ技

術にかかる理解

の不足 

・具体的な導入効果を予算部署に示すためには、先進事例等を参照す

べきであるが、実務上参考となる実証事例や詳細情報（経費等）は

必ずしも多くない。 

・職員の間でＲＰＡ技術にかかる理解が不足しており、具体的な活用

の仕方等についてイメージしづらい。 

ＩＣＴ推進体

制・部門間連携

の弱さ 

・ＩＣＴ推進部門は、運用管理業務が中心で、ＩＣＴ推進の柱となっ

ていない。 

・庁内が縦割りとなっており、全庁横断的にＩＣＴ利活用を進める体

制ができていない。 

アンケートの項目別の回答結果において、これらをみてみると、ＩＣＴ化を推進

する上での成功の鍵としては、①ＲＰＡ対象業務の見極め（Ｂ1）とともに、②ＲＰ

Ａの導入効果や導入事例にかかる情報（Ｂ2・Ｂ3）が重要であるとされており、Ｒ

ＰＡが自治体にとって新たな技術であることが当回答に大きく影響しているとみ

られる。このほか、部門間の連携を含む③ＩＣＴ推進体制の整備（Ｆ1・Ｆ2・Ｆ3）

も重要とされている（【図表Ⅰ－９】・上）。 

また、ＩＣＴ化を実際に推進していく際にも、引き続き①ＲＰＡ対象業務の見極

め（Ｂ1）や②情報不足（Ｂ2・Ｂ3）が大きな「課題」となるが、こうした実装段階

においては、③技術面での理解不足（Ｂ4）が「課題」としてかなり強く意識される

かたちとなる（次頁【図表Ⅰ－９】・下）。 
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【図表Ⅰ－９】Ⅲ．情報力・組織体制にかかる「成功の鍵」と「課題」 

（自治体別、複数回答、件数） 

「ＩＣＴ化を推進する上での成功の鍵」 

 

「ＩＣＴ化を実際に推進していく上での課題」 

 

 

  

0 50 100

Ｇ1.システム強靭化の技術制約克服

Ｆ2.財政とＩＣＴ部署の協力

Ｆ3.その他部門間の連携

Ｆ1.ＩＣＴ推進組織体制の整備

Ｂ4.ＲＰＡ-技術の理解

Ｂ3.ＲＰＡ-参考事例

Ｂ2.ＲＰＡ-導入効果の情報

Ｂ1.ＲＰＡ-対象業務見極め

0 20 40 60 80 100 120

Ｇ1.システム強靭化による技術制約

Ｆ2.財政とＩＣＴ部署と協力関係の弱さ

Ｆ3.その他部門間の連携の弱さ

Ｆ1.ＩＣＴ推進組織体制の弱さ

Ｂ4.ＲＰＡ-技術の理解不足

Ｂ3.ＲＰＡ-参考事例の少なさ

Ｂ2.ＲＰＡ-導入効果の情報不足

Ｂ1.ＲＰＡ-対象業務見極めの難しさ

都道府県

政令市

その他市区
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Ⅱ．ＩＣＴ化の推進に向けた自治体の対応 

以下では、先進的な自治体における取組みを中心に、自治体がＩＣＴ化を推進させ

ていく上で有効と考えられる対応等について、上述の３つの分野（Ⅰ．組織文化、Ⅱ．

資源制約、Ⅲ．情報力・組織体制）の主な項目に沿って整理していくこととする。 

１．概要 ― ＩＣＴ化において先進的な自治体の対応 

ＩＣＴ化を積極的に進めている先進的な自治体の対応を概観すると、（１）多くの

自治体においては、「業務の改革」「業務の効率化」を長年かけて行ってきており、

何よりも、そうした地道な業務改革運動の蓄積が「ＩＣＴ化についても積極的に検

討・実践していく職員」を生み出していると言える（Ⅰ．組織文化の醸成）。 

その上で、（２）ＩＣＴ推進体制等の整備（Ⅲ．情報力・組織体制の強化）や（３）

人事・財政面の手当等（Ⅱ．資源制約の克服）については、それぞれの自治体の事

情に応じた独自の対応を積極的に進めており、これら３つの分野における対応策を

総合的に行うことによってＩＣＴ化を積極的に進めることに成功している、と整理

できる（【図表Ⅱ－１】）。 

【図表Ⅱ－１】ＩＣＴ化において先進的な自治体（イメージ図） 
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２．分野別にみた先進自治体等の対応 

３つの分野ごとに、主要項目に沿って先進的な自治体等の対応をみていくと次の

通りである。 

（１）組織文化 

①業務改善に向けた職員の意欲 

第Ⅰ部でみたように、まず、ＩＣＴ化を推進していく上では、Ⅰ．組織文化にお

ける「①業務改善・業務効率化に向けた職員の意欲」が最も重要な要素であると言

える。 

この点について、自治体の対応をみてみると、（１）先進的な自治体においては、

長年にわたり、幅広く業務改革運動等を進めてきており、それが既に「組織風土」

として定着していることから、「ＩＣＴ化についても、現場の職員自身が積極的に検

討・実践するようになっている」という声が非常に多く聞かれる。 

また、（２）その他の自治体においても、事務負担軽減というメリットを積極的に

説明することで、徐々に職員の姿勢も変化しつつある、という意見が聞かれている

（【図表Ⅱ－２】・上、中段）。 

【図表Ⅱ－２】業務改善に向けた職員の意欲（Ⅰ．組織文化） 

 

 

幅広い業務改革

運動の推進 

・業務改革運動を多方面で進めてきていることに加え、「ＢＰＲによ

る業務改善活動」なども推進しており、先進技術を積極的に取り

入れてみようという組織風土は既にできている。 

・各課では数名が既に何らかの庁内タスクフォースに入っているこ

ともあり、ＲＰＡ推進のために新たなタスクフォースを進めること

についても職員に受け入れられやすかった。 

・現場の若手職員と行政改革部署の職員の協働による「職員力の向

上を図るプロジェクト（業務の課題解決活動）」を行い、職員の課

題解決力向上を継続的に図っている。 
 

 

事務負担軽減効

果の説明 

・ＩＣＴ化（ＲＰＡ化）は、職員の業務負担を減らすのに有効な手

段であることを、事業課に粘り強く説明している。 

個々人の改善意

欲の活用 

・個々人の業務改善意欲の芽を摘み取らないように、（事業課単位で

はなく）職員個人からのＩＣＴ化（ＲＰＡ化）提案を受け付け、

活用するルートも新たに設置した。 
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このように、（ＩＣＴ化の分野に限らず）業務改革・業務効率化を幅広く積極的に

進めていくこと、そしてそのメリットを職員自身が実感していることが、ひいては

ＩＣＴ化を推進する上でも重要な基盤になると言える。 

このほか、（３）職員個人からＩＣＴ化提案を直接受け付けるルートも設定する

ことで、個々人の業務改善意欲を損なわない工夫などをしている自治体もみられる

（前頁【図表Ⅱ－２】・下段）。 

②業務効率化の視点の重視 

ＩＣＴ化を推進していく上では、堅実・確実な業務運営を重視しすぎる文化から

脱却し、「業務を『効率化』していくことが非常に重要」という価値観を現場で共有

すること（②業務効率化の視点の重視）も大きなポイントとなる。 

この点については、（１）前項とも重複するが、業務改革運動を幅広く進めていく

ことが、そうした「組織風土」作りのための重要な要素となると言える。これに加

え、（２）庁内における業務効率化の「成功事例」を実地に示すことで、業務効率化

のメリットを現場に実感してもらい、効率性をもっと重視していく機運を醸成しよ

うとしている自治体もみられている（【図表Ⅱ－３】）。 

【図表Ⅱ－３】業務効率化の視点の重視（Ⅰ．組織文化） 

 

成功事例の提示 

・必ずしも業務効率化に積極的ではない事業課にとっても参考とな

るように、まずは業務効率化意欲の最も強い事業課を選定してＲ

ＰＡの実証実験を実施した。 

・業務効率化効果の高い事案を成功事例として実現させることで、

業務効率化の効果を庁内に具体的なかたちで示せるようにしてい

る。 
 

昨今、積極的に進められているＲＰＡ化は、比較的小ぶりな事業でありながら、

比較的短期間のうちに業務効率化の効果を目に見えるかたちで示しうるものであ

る。こうしたことから、ＲＰＡの成功をきっかけに業務効率化にかかる職員の姿勢

が積極化する可能性はある。 

真の意味で職員の意識が変わるためには、先にみたように「長年にわたる地道な

業務改革運動の蓄積」が極めて重要となるが、それと並行的に、ＩＣＴ化にかかる

「身近な成功事例」を示していくことで、職員が自律的に業務効率化を進めていく
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ようなⅠ．組織文化をより早期に作りあげることができるであろう。 

③デジタル化に馴染みやすい業務フローの整備 

第Ⅰ部でみたように、多くの自治体では、ＩＣＴ化の障害の一つとして、申請書

のペーパーレス化が進んでいないことなどを挙げており、③デジタル化に馴染みや

すい業務フローを実現していくことが大きな課題とされている。 

この点については、先進的な自治体等では、組織的にＢＰＲを行うことや、関連

した業務全般を見直すことで課題を克服しようとしている。例えば、ＲＰＡ導入に

おいては、（１）受付帳票の書式の統一ないしペーパーレス化、（２）決裁プロセス

における押印の廃止を進めている事例がみられる（【図表Ⅱ－４】・上段）。 

【図表Ⅱ－４】デジタル化に馴染みやすい業務フローの整備（Ⅰ．組織文化） 

 

書式の統一・ペ

ーパーレス化 

・ＲＰＡ導入にあたって、ＢＰＲを実施し、帳票を統一したうえで、

ＡＩ－ＯＣＲ12による読取り機能を導入した。 

・印鑑による紙決裁プロセスを削減するとともに、内部事務の一部を

集約化し、一括管理する組織を設置することとした。 

標準化・マニュ

アル化による共

有知化 

・現場においてＩＣＴ化を進めていく際には、仮にアプリケーショ

ンに標準搭載されている機能（例.Excel マクロ13）を使ったもの

であったとしても、職員間で継承されにくい知識や経験となりか

ねないものは極力排除し、マニュアル化・標準化を徹底するよう

にした。 

このように、ＩＣＴ化によって業務を効率化していく上では、部分的に電子化を

進めようとするのではなく、出来る限り広い視野に立ち、「業務に関連したプロセス

全体の電子化・省力化」を進めることが大変重要なポイントとなる。 

このほか、（３）部分的にＩＣＴ化を進めることが、却って次の業務改善の足枷と

ならないように、マニュアル化や標準化などを進めていくこと（「共有知化」）も重

要となる（【図表Ⅱ－４】・下段）。  

                                                   
12 ＯＣＲとは、Optical Character Recognition/Reader の略で、光学的文字認識技術のこと。

ＯＣＲ技術により、手書きや印刷された文字をスキャナによって画像として読み込んだ後、デジ

タルで活用しうるテキストデータに変換することができる。ＡＩ－ＯＣＲは、ＡＩ技術を付加し

たＯＣＲ技術により読取りの精度を上げ、デジタル化を進める手段として期待されている。 

13 Excel（マイクロソフト社の表計算ソフト）の汎用的な機能の一つ。シート上で行う複数の手

順を覚えさせ、これを自動的に再現・実行させる機能。 
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④首長・幹部の積極姿勢 

④首長･幹部が積極的であることは、Ⅰ.組織文化を変え、先進的なＩＣＴ技術等

を自治体現場に浸透させていく上での重要な要素であると言えよう。当然のことな

がら、トップが積極的であれば予算や人員面等の手当も進めやすくなる（Ⅱ.資源

制約の克服）という意見は多数聞かれている。 

先進的な自治体の対応をみると、（１）外部実務者による研修・セミナーや、（２）

職員によるデモンストレーションなどにより、ＩＣＴ化にかかる首長・幹部の理解

を積極的に促しており、職場でＩＣＴ化を進める原動力としてこれを活用している

（【図表Ⅱ－５】）。 

【図表Ⅱ－５】首長・幹部の積極姿勢（Ⅰ．組織文化） 

 

研修の実施 
・トップダウンによるＩＣＴ化を実現すべく、首長・幹部を対象と

して外部実務者によるセミナーを開催し、ＩＣＴリテラシーの向

上を図った。 

デモストレーショ

ンの実施 

・幹部にＲＰＡのデモンストレーションを行い、事務合理化効果を

職員の生の声で説明することにより、ＲＰＡ化への理解を促し

た。 

首長・幹部がＩＣＴ化の必要性や進むべき方向性について正しく理解しているこ

とは、極めて重要であるが、トップが必ずしもＩＣＴ化に積極的でない場合等にお

いて、上述のように「トップダウンが進むように職員側から仕掛けていくこと」は

これを実現していく上での有効な方法の１つと考えられる。 

（２）資源制約 

①職員のＩＣＴリテラシー引上げ・人材育成 

Ⅱ．資源制約の分野においては、まずは、①職員のＩＣＴリテラシー引上げ、人

材育成が、ＩＣＴ化を進めていく上での最も重要な要素の一つとなる。 

この点について、先進的な自治体等の対応をみると、（１）ＩＣＴ研修の実施やニ

ューズレターの配信など、職員に対して関連知識・情報を積極的そして継続的に提

供する事例が非常に多くみられる。また、（２）ＲＰＡ化の取組み自体がＩＣＴ化を

考える上での身近な題材となって、職員のＩＣＴリテラシーや業務改善意欲の向上

につながっているとの声も聞かれている（次頁【図表Ⅱ－６】）。 
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【図表Ⅱ－６】職員のＩＣＴリテラシー引き上げ・人材育成（Ⅱ．資源制約） 

 

研修等、関連情

報の提供 

・ＩＣＴ研修や先進技術説明会を積極的に実施し、職員のＩＣＴリ

テラシーの引上げを図っている。 

・ＩＣＴ推進に資する情報を掲載したニューズレターやメルマガを

庁内に継続的に配信している。 

 

職員自身の経験

値の蓄積 

・ＲＰＡのシナリオ作成を通じた業務改善の実体験は、職員のイノ

ベーション精神の醸成につながった。 

・ＲＰＡ導入のための作業自体が「働き方改革」の推進につながる

とともに、デジタル化を進める意識を醸成することに役立ってい

る。 

人材育成は当然ながら年月を要するが、これはＩＣＴ化に積極的なⅠ．組織文化

にもつながる好循環をもたらす基でもあることから、職員のＩＣＴに関するリテラ

シーや経験値を積極的に引き上げていく手立てを粘り強く講じていくことが望ま

しい。 

②人員の手当 

事業課で具体的にシステム化を進めていく上では、上述のように職員が必要な知

識や経験を有していることに加え、開発のためのマンパワー自体も必要となる。第

Ⅰ部でみたとおり、ＩＣＴ化を実際に進める場面においては、こうした②人員の手

当ができるかどうかが極めて重要となる。 

この点、先進的な自治体においては、（１）外部人材を積極的に活用することをか

なり積極的に行っており、また、（２）ベンダーと事業課との橋渡しなどにおいてＩ

ＣＴ推進部署が事業課を支援することで、必要とされる専門知識の面を補うなど、

必ずしも事業課自体のマンパワーを増やさなくともＩＣＴ化を進められるような

様々な工夫を行っている（次頁【図表Ⅱ－７】・上、中段）。 

また、財政的な制約などから、そうした外部委託などが十分にできない場合にお

いても、例えば、（３）まずは対応できると考えられる職員のいる部署において、Ｉ

ＣＴ化（ＲＰＡ化）を積極的に進める、といったきめ細かい工夫をする事例もみら

れている（次頁【図表Ⅱ－７】・下段）。 
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【図表Ⅱ－７】人員の手当（Ⅱ．資源制約） 

 

外部人材の活用 

・事業課で専門的技術によるアドバイスが必要な場合は、民間のテ

クニカル・サポートを活用した。 

・シナリオ作成を外部委託し、シナリオ作成期間中は、ベンダー職

員が庁内に常駐した。 

ＩＣＴ推進部署

による支援 

・ＩＣＴ推進部署が庁内の導入サポートを担い、事業課とベンダー

の橋渡しを行った。 

部署内の人材活

用 

・ＲＰＡの導入業務を選定する際には、部内でＩＣＴ化に対応しう

る職員（若手職員）がいることを条件とした。 

もっとも、例えば、通常業務で多忙な部署においてシステム開発に必要な人員を

追加的に充当が必要となる事態に対して、「柔軟な人事異動（当該部署の定員の大幅

な見直し）等によって抜本的に解決した」といった事例は、ヒアリングした限りで

は、先進的な自治体においてもみられていない。 

中期的な視点でみれば、効果的なシステム開発なくしては、自治体として、現状

の業務の繁忙状況を解決できないし、行政サービスの高度化も実現できないことに

なる。ＩＣＴ化は、そうした「投資的な性格」「戦略的な性格」を強く持つ事業であ

ることから、人事配置面でもそれに応じた対応が望まれる。 

こうした観点から、ＩＣＴ推進部署・人事部署においては、必要十分なシステム

開発人員を「柔軟に手当できる仕組み」を設けていくこと14は、十分合理的な対応

であると考えられる。 

③財源の手当 

積極的なＩＣＴ化のためには③財源の手当も当然必要となるが、第Ⅰ部でみた

                                                   
14 自治体では、人事異動は年度単位で行われるのが一般的で、個々人のローテーションの維持を

含め、人事運営は全般に硬直的になりがちである。特定部署の繁忙度を下げたり、業務を平準化

したりしていくためには、業務の繁閑に応じてもっと柔軟に人員配置を変えたり採用をしたりし

ていく必要があろう。事業課で必要となるシステム開発要員の手当についても、そうした柔軟な

人員配置を進める一部として理解されるべきである。 

また、そうした硬直的な人事運営の中にあっても、重点政策の事業には厚めに人員を配置する

ことがあるが、「システム化」についても、それ自体を戦略的な性格のある事業として認め、必要

な人員を配置していくことが必要である。 
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ように、ＩＣＴ化を実際に進める場面においてその必要性が強く意識されるもの

となっている。 

この点については、先進的な自治体では、一つひとつのシステム化事業に関して

予算申請をしていくための事業課側の事務負担を節減できるような工夫をしてい

るのが特徴としてうかがわれる。具体的には、（１）行財政改革部門において、ＩＣ

Ｔ推進に向けた特別枠での予算を確保したり、（２）省庁（総務省）の予算を活用し

たりしているケースがみられる（【図表Ⅱ－８】）。 

【図表Ⅱ－８】財源の手当（Ⅱ．資源制約） 

 

ＩＣＴ推進予算

枠の確保 

・「スマート社会へのシフト」を政策の優先課題の一つとした上で、

行財政改革部門においてＩＣＴ推進の財源を特別枠で確保した。 

・働き方改革の一環として、行財政改革部門で予算化し、ＲＰＡの

本格導入体制を整えた。 

 

総務省予算の活

用 

・総務省助成事業として採用されたことから、そのスケジュールに

あわせて急ピッチで事業を推進した。 

・他自治体と業務を共通化し、ＲＰＡを一斉に導入する委託事業と

して総務省予算を活用した。 

また、前項（「人員の手当」）でも述べたように、ＩＣＴ化は、「投資的な性格」「戦

略的な性格」を強く持つ事業であることから、財政運営面でもそれに応じた対応が

望まれる。 

そもそも、「業務効率化」を目指したＩＣＴ化事業については、足許では人件費が

かさむ部分はあるとしても、中期的にみて人件費の節減につながる可能性が高いも

のであり、より効率的な人員配置の実現にもつながることが期待されるであろう。

また、「行政サービスの高度化」を目指したＩＣＴ化事業については、その他の戦略

的事業と同様、単純な費用対効果だけでは評価し得ない要素を含め、総合的に判断

をしていくことが必要とされる。 

言うまでもないことであるが、財政部署においても（単年度ではなく）中期的視

野に立って財政資源配分を決めていくことが求められている。足許において、新た

なＩＣＴ技術の導入に向けた必要十分なシステム開発のための予算を「柔軟に手当

できる仕組み」を設けることも、それを実現する上での重要なツールとなろう。 
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前述の先進的な自治体の対応（「システム開発のために当初必要な予算を別枠で

確保すること等」）は一例であるが、政府による地方自治体のデジタル化を後押しす

る取組みも十分に活用しながら、積極的に先行投資をしていくことが重要となると

考えられる（「地方自治体のデジタル化」に関する政府の基本方針等については、【Ｂ

ＯＸ】参照）。 

【ＢＯＸ】「地方自治体のデジタル化」に関する政府の基本方針等 

１． 『経済財政運営と改革の基本方針 2019～「令和」新時代：「Society 5.0」への挑戦

～15』（抄） 

（地方自治体のデジタル化の推進） 

地方自治体におけるデジタル・ガバメントを実現するため、デジタル手続法に基づ

く取組について地方自治体への展開を促す。自治体行政の様々な分野で、団体間比較

を行いながら、地方自治体及び関係府省庁が連携して、ＩＣＴやＡＩ等の活用、業務プ

ロセスやシステムの標準化等による業務効率化を進める。関係府省庁は、地方自治体

と連携して横展開可能なＡＩを開発し、全国に広げていく。ＩＴに係る地方自治体へ

の補助金の効率化を図るとともに、財源を含めた国の主導的な支援の下で情報システ

ムやデータの標準化を推進する観点から、ＩＴ予算の一元化を契機に、内閣官房が中

心となり関係府省庁が連携して、地方自治体のデジタル化の取組を後押しするための

政策に関する検討を進める。 

総務省は、Society 5.0 時代にふさわしい自治体行政のデジタルトランスフォーメ

ーション実現に向け、技術面、人材面、財源面、業務面からの課題を早急に洗い出し、

ＡＩ・ＩＣＴ化、クラウド化等を抜本的に進める計画を策定することとし、そのための

工程を 2019 年末までに明確化する。 

２. 地方公共団体のデジタル化16（抄） 

社会全体のデジタル化の推進には、住民に身近な行政サービスを提供する地方公共

団体に対する手続のオンライン化の加速をはじめ、地方公共団体のデジタル化が急務

である。また、デジタル化に当たっては、サービスのフロント部分だけでなく、バック

オフィスも含め、エンドツーエンドでＩＴ化・ＢＰＲを徹底し、住民の利便性向上と行

政の効率化を図るとともに、地方創生をはじめとした地域の諸課題の解決に資するも

のとなることが期待される。 

                                                   
15 経済財政運営と改革の基本方針 2019 について（令和元年６月 21 日閣議決定）  

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2019/2019_basicpolicies_ja.pdf 

16 政府ＣＩＯポータル（内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室）  

https://cio.go.jp/lgov-digitalization 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2019/2019_basicpolicies_ja.pdf
https://cio.go.jp/lgov-digitalization
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（３）情報力・組織体制 

①ＩＣＴ化に向いた業務の見極め 

第Ⅰ部でみたように、ＩＣＴ化を推進していく上でのⅢ．情報力・組織体制の分

野における重要なポイントとしては、まずは、①ＩＣＴ化に向いた業務の見極めが

挙げられる。 

この点についての先進的な自治体の対応をみると、（１）ＩＣＴ推進部署が事業課

と意見交換しながら（ＲＰＡ化の）対象業務の抽出や絞り込みの支援をする、とい

ったように、これを「内製化」しているケースと、（２）コンサルティング企業への

委託など、専門家等からの助言を仰ぐ「外注化」のケースの両方がみられる（【図表

Ⅱ－９】）。 

【図表Ⅱ－９】ＩＣＴ化に向いた業務の見極め（Ⅲ．情報力・組織体制） 

ＩＣＴ推進部署に

よる支援 

・事業課のＲＰＡ推進をＩＣＴ推進部署がサポートする庁内体制を

作った上で、事業課と議論しながらＲＰＡに適した業務の選定・

絞り込みを行った。 
       

コンサルティング

企業等への委託 

 
 
・委託したコンサルティング企業が業務量調査等を行い、ＲＰＡ

に適した業務を提案していく。 

内製化を進めるには庁内でのノウハウが必要である一方、外注化は費用がかさむ

ことから、一概にどちらが適切であるかということは言えないが、一般的には、対

象とする案件の性質や難易度に応じてこれらを積極的に使い分けていくことが求

められるであろう。 

なお、後者は、Ⅱ.資源制約の点とも密接に関係しており、外部委託が個別案件の

システム化を効果的に進めていく上で必要となる場合には、それを含めた予算を事

業課が確保しやすいように手当していくことが重要となる。 

②ＩＣＴ化の導入効果や先進事例にかかる情報 

また、ＩＣＴ化を効果的・効率的に進めていく上では、②ＩＣＴ化の導入効果や

先進事例にかかる情報を適切に収集していくことが必要となる。 

先進的な自治体においては、そうした情報収集に非常に意欲的であることが特徴

的と言え、（１）関心のある事業や分野について、先行している自治体に積極的にヒ
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アリングをして「ベスト・プラクティス」を探ることを日常的に行っている。この

ほか、（２）ＩＣＴ化を進める自治体間等で情報交換を積極的に実施し、ＩＣＴ活用

において協力できる分野を探るという動きもみられている（【図表Ⅱ－10】）。 

【図表Ⅱ－10】ＩＣＴ化の導入効果や先進事例にかかる情報（Ⅲ．情報力・組織体制） 

先進事例のヒア

リング 

・先進的な事例を導入・実施している自治体に対して、積極的にヒ

アリングや情報収集をした。 

 

ＩＣＴ化を進め

る自治体との情

報共有 

・積極的にＩＣＴ化を進める各地の自治体と情報交換を継続的に実

施している。      

・都道府県主催によるＩＣＴ推進部署の課題を共有する会合（年１

回開催）で情報収集を積極的に実施している。       

 

第Ⅰ部でみたように、多くの自治体からは「（ＲＰＡについては）実務上参考とな

るような実証事例や詳細情報が必ずしも多くない」という声も聞かれている。この

点については、関心あるＩＣＴ化事業について、先進的な自治体に個別に問い合わ

せていくことが有用な対応策となろう。自治体同士は業務内容や組織体制がそもそ

も相当近いことから、現場で実装していく上で参考となる詳細な情報を入手できる

と考えられる。 

そして、こうした先行事例の情報を積極的に活用することによって、専門人材不

足や職員のノウハウ不足といったⅡ.資源制約の課題を、部分的であれ解決するこ

ともできるであろう。 

③ＩＣＴ推進体制の整備 

このほか、ＩＣＴ化を推進していく上では、③ＩＣＴ推進体制の整備も不可欠

な要素となる。 

先進的な自治体においては、（１）業務改革と並行的にＩＣＴ化を進める姿勢を

打ち出しているところは多いが、特に、行政改革部署とＩＣＴ推進部署とを統合

して運営するなど、組織面からこれを明確に打ち出している事例もみられる。ま

た、（２）相談窓口等を設置して、ＲＰＡの導入について事業課を支援している事

例などもみられる（【図表Ⅱ－11】・上、中段）。 

 



「自治体におけるＩＣＴ化進展のための条件」（神奈川県 政策研究センター  2020 年２月） 

 25 
  

【図表Ⅱ－11】ＩＣＴ推進体制の整備（Ⅲ．情報力・組織体制） 
 

 

業務改革推進と

の一体的な運営 

・行政改革部署とＩＣＴ推進部署とを統合し、働き方改革を含む行

政改革の一環としてＩＣＴ化を推進した。 

・働き方改革への取組みとして、行政改革部署と人事部署が一体と

なって、業務改善意欲のある事業課を一本釣りし、ＲＰＡ化を実

現していった。 

相談窓口の設置 ・ＲＰＡ普及のための相談部門を庁内に設置した。 

継続的な対応 ・ＩＣＴ化に向けて数年にわたり職員研修の開催や予算措置を行

い、継続的に業務改革を推進している。 

このほか、前述の（２）資源制約の克服に向けて、研修や予算枠を数年次にわ

たって設けることを通じて、組織全体で継続的にＩＣＴ化を進めている事例もみ

られる（【図表Ⅱ－11】・下段）。これは、ＩＣＴ化は「投資的な性格」「戦略的な

性格」を強く持つ事業であることを意識した、財政運営面・人材育成面における

効果的な対応の一つであると整理できる（Ⅱ．資源制約の克服）。 

 

なお、こうしたⅢ．情報力・組織体制の分野において積極的に対応している自

治体では、他の分野（Ⅰ．組織文化の醸成、Ⅱ．資源制約の克服）においても前

向きな対応を同時に進めており、全般にＩＣＴ化に向けて積極的な姿勢が目立っ

ている。 
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Ⅲ．まとめ 

ＩＣＴ化は一朝一夕に実現できるものではなく、第Ⅰ部でみたようにこれを実現

するためのハードルは極めて高い。しかし、第Ⅱ部で紹介したように、ＩＣＴ化に

ついて積極的な自治体における対応例をみていくと、３つの分野（Ⅰ．組織文化、

Ⅱ．資源制約、Ⅲ．情報力・組織体制）において、それぞれ様々な工夫を色々凝ら

しており、またそれらを総合的に進めていることがわかる。 

このような対応は、財源や人材が特段に潤沢にあるからできているというものば

かりではないことから、組織文化・資源・体制のいずれも十分に持ち合わせていな

い平均的な自治体においてもヒントにできることが多いとみられる。 

特に、Ⅰ．組織文化の章において紹介した「身近な『成功事例』を作り、それを

庁内に示すことで、業務改善・業務効率化の機運を盛り上げていくこと」は、かな

り現実的な対応であると考えられる。 

そうした成功体験が、職員の経験値となってＩＣＴのリテラシーも向上し、それ

がさらなるＩＣＴ化の意欲を引き出すといった「好循環」を生み出していくことが

できれば、多くの自治体においても、比較的早期に「積極的にＩＣＴ化を進めてい

く組織」を構築しうるであろう（【図表Ⅲ－１】）。 

【図表Ⅲ－１】平均的な自治体の対応（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、そうした好循環を作る上でも、関心分野の近い自治体から積極的な情報収

集をしたり、相互に情報交換を進めたりしていくことは有効な方策となるであろう。 

 

成功事例による取組姿勢の積極化 
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一般的に、自治体業務については相互に学べることが多いと言えるが、ＩＣＴ分

野においても自治体間でさらなる協力関係を進めていくことが重要である。 
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【参考】アンケートの概要 

１．調査時点及び調査対象等 

（１）調査時点  2019年６月10日現在 

（２）調査対象自治体、回答先数・回答率 

  回答数（ａ） 依頼先数（ｂ） 回答率（ａ/ｂ）％ 

都道府県 ４７ ４７ １００．０ 

政令指定都市 ２０ ２０ １００．０ 

その他市区17 １９０ ２４０ ７９．２ 

合計 ２５７ ３０７ ８３．７ 

２．調査項目の概要 （◆は、本報告書において回答の結果を紹介した設問） 

 設問 設問名 補足情報 

 １   ＲＰＡの導入状況 ・「導入済」または「導入を検討中」を選択した
場合、設問2-1）から設問12）までについて回
答。「導入を検討していない」を選択した場合、
設問13）について回答。 

 2-1 ＲＰＡを導入した業務（業務単
位） 

 2-2 ＲＰＡの導入に至らなかった業
務（業務単位） 

 2-3 ＲＰＡの具体的な導入業務と計
測された効果 

・ＲＰＡを導入した個別業務別に、定量的に計測
された効果等を記載。 

◆ ３ ＲＰＡ導入において課題となっ
た事項 

・ＲＰＡを導入するにあたって課題となった項目
を選択。 
・具体的な課題内容を選択し、その理由を記載。 

 ４ ＲＰＡ導入の動機  

 ５ ＲＰＡ導入の推進主体 

 ６ ＲＰＡ導入の効果 

 ７ 予算計上課 

 ８ 予算執行課 

 ９ ＲＰＡのシナリオ作成方法 

 10 ＲＰＡの導入（実証実験を含
む）コスト 

・ＲＰＡ対象案件全体を対象に、実際にかかった
コストの合計額を記載。 

 11 年間のランニング・コスト（見
込み） 

・ＲＰＡ対象案件全体を対象に、年間のランニン
グ・コストの合計額（見込みを含む）を記載。 

◆ 12 ＲＰＡ導入にあたっての「成功
の鍵」 

・成功の鍵として重要と思われる項目（５つ）を
順位づけした上で選択し、その理由を記載。 

◆ 13 ＲＰＡ導入を検討していない理
由（「ＲＰＡ導入の障害」） 

・検討の障害となっている事由を選択。 
・具体的な課題内容を選択し、その理由を記載。 

 

                                                   
17 政令指定都市以外で、ＲＰＡを導入済（もしくは導入予定）の市区。実証実験のみを実施して

いる場合を含む。選定にあたっては、「特集 広がる自治体ＲＰＡ 都道府県の７割、市区の４割が

導入・検討」表２：市区のＲＰＡの導入状況（2019 年２～３月調査回答）（『日経グローカル』、

2019 年５月６日号 p.６～21）などを参考にした。 
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３．本報告書における「３分野」とアンケートの個別項目との対応関係 

アンケート結果を本報告書で活用するにあたっては、設問３・設問 12 の 27 項目

（複数回答）18を、便宜上、３分野に分けながら、自治体の回答の大まかな傾向を整

理した。 

 

  

                                                   
18 設問３と設問 12 の個別項目はそれぞれ対応する関係にあることから、項目名は若干異なるも

ののここでは一つにまとめて掲載している。 

Ｅ1.一般職員のＩＣＴリテラシー

Ａ1.首長（知事・市長等）のＲＰＡ推進意欲 Ｅ2.頻繁過ぎる人事ローテーションの見直し

Ａ2.庁内幹部（首長を除く）のＲＰＡ推進意欲

Ａ3.住民・議会におけるＲＰＡ推進ニーズ

Ｃ1.前例踏襲にとらわれない組織風土

Ｃ2.失敗を許容する組織文化 Ｅ5.開発のマンパワーを充当する柔軟な人事運営

Ｃ3.業務を改善しようとする現場職員の意欲 Ⅲ．情報力・組織体制

Ｃ4.デジタル化に馴染む業務フロー等への見直し Ｂ．ＲＰＡにかかる情報力

Ｃ5.業務の正確性より効率性を重視する文化 Ｂ1.ＲＰＡに適した対象業務・分野の見極め

Ｂ2.ＲＰＡの導入効果（メリット）にかかる情報

Ｂ3.ＲＰＡ導入の参考となる事例

Ｃ7.業務効率化のメリットを検討する視点 Ｂ4.ＲＰＡ技術に関する理解

Ｆ．組織体制・部門間連携

Ｆ1.ＩＣＴ推進を取りまとめる組織体制の強化

Ｄ1.全般的な財政難の克服

Ｄ2.国からの助成制度の活用

Ｆ3.その他関連部門間での業務連携

Ｇ1.情報システム強靭化による技術的な制約の克服

その他　　　

Ｇ2.その他

Ｆ2.財政部門とＩＣＴ推進部署との間における

　　一体的な事業推進・協力

Ｄ4.単年度主義からの脱却（中期的なメリッ

　　トを活かす視点）

Ｅ3.ＩＣＴ専門人材の育成（ベンダーとの調整

　　交渉ができる人材を含む）

Ｅ4.全般的な人員不足の克服（業務多忙から

　　の脱却）

Ｃ6.「働き方改革」の一環としてＲＰＡを進

　　める意識

Ｄ．財源・予算制度

Ｄ3.開発の初期コストを集中的・柔軟に充当

　　する柔軟な予算配分

Ⅱ．資源制約

Ｅ．人材・人事制度Ⅰ．組織文化

Ａ．政策決定過程

Ｃ．組織風土
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